
第３回菊池市総合計画策定審議会 次第 
 

                       期日／令和７年７月 29 日（火） 

                          13 時 30 分～ 

                       場所／菊池市役所 本庁3階305大会議室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 議 事 

  １）第３次菊池市総合計画後期基本計画体系図（案）について【資料１】 

 

  ２）総合計画と総合戦略の一体化について【資料２】 

 

  ３）分野別施策について【資料３】 

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉 会 



○第3次菊池市総合計画後期基本計画の体系図（案）について 資料１

 現⾏計画 ５つの政策分野、15のありたい姿、４つの横断的項目、29の施策で構成  後期計画 ５つの政策分野、15のありたい姿、30の施策で構成
変更点 〇横断的に取り組む項目の削除（事業が紐づいているため各施策に落とし込む）

〇政策分野５ 施策27 市⺠協働の推進を追加
横断的に取り組む項目 ① 人口減少対策（移住定住）の推進

② ＳＤＧsの推進
③ デジタル化の推進
④ 市⺠協働の推進

１．人が集まる魅⼒のあるまち 施策1 関係人口の拡大  １．人が集まる魅⼒のあるまち 施策1
２．地域資源を生かした観光のまち 施策2 観光の振興  ２．地域資源を生かした観光のまち 施策2

施策3 農業の振興 施策3
施策4 畜産業の振興 施策4
施策5 林業の振興 施策5

４．活⼒ある商⼯業のまち 施策6 商⼯業の振興  ４．活⼒ある商⼯業のまち 施策6

５．安心して子育てできるまち 施策7 子育て支援の充実 ５．安心して子育てできるまち 施策7
施策8 健康づくりと医療体制の充実 施策8
施策9 高齢者福祉の充実 施策9
施策10 障がい者（児）福祉の充実 施策10
施策11 生活困窮世帯の⾃⽴支援 施策11
施策12 地域福祉の充実 施策12

施策13 脱炭素・循環型社会の実現 施策13
施策14 ⾃然環境の保全 施策14

８．誰もが地域で交流できるまち 施策15 魅⼒あるまちなか整備 ８．誰もが地域で交流できるまち 施策15
施策16 防災・消防体制の充実 施策16
施策17 暮らしの安全対策の推進 施策17
施策18 良好な都市機能の形成 施策18
施策19 道路・交通体系の整備 施策19
施策20 上下水道の整備 施策20

施策21 学校教育の充実 施策21
施策22 生涯学習の推進 施策22
施策23 スポーツの推進 施策23

12. 伝統や郷⼟を大切にするまち 施策24 歴史文化の保存と継承 12. 伝統や郷⼟を大切にするまち 施策24
施策25 人権教育・啓発の推進 施策25
施策26 男⼥共同参画社会の実現 施策26

施策27
施策27 開かれた市政の推進 施策28
施策28 効率的な⾏政運営 施策29

15.  健全で効果的な財政運営のまち 施策29 財政基盤の強化 15.  健全で効果的な財政運営のまち 施策30

関係人口の拡大
観光の振興
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７．⾃然に優しい環境に配慮したまち
脱炭素・循環型社会の実現
⾃然環境の保全
魅⼒あるまちなか整備

６．健康で豊かに暮らし続けられるまち

健康づくりと医療体制の充実
高齢者福祉の充実
障がい者（児）福祉の充実
生活困窮者の⾃⽴支援
地域福祉の充実

９．みんなでつくる安全安心なまち
防災・消防体制の充実
暮らしの安全対策の推進
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財政基盤の強化

 ３．未来につなげる農業のまち

６．健康で豊かに暮らし続けられるまち

７．⾃然に優しい環境に配慮したまち

９．みんなでつくる安全安心なまち

10. 便利で快適に暮らせるまち

11. 質の高い学びが人を育てるまち

13. 人を大切にする思いやりのあるまち

14. 市⺠に寄り添う満⾜度の高いまち

畜産業の振興

歴史文化の保存と継承
人権教育・啓発の推進
男⼥共同参画社会の実現

林業の振興
商⼯業の振興

子育て支援の充実

14. 市⺠に寄り添う満⾜度の高いまち
開かれた市政の推進
効率的な⾏政運営

13. 人を大切にする思いやりのあるまち

市⺠協働の推進

10. 便利で快適に暮らせるまち
良好な都市機能の形成
道路・交通体系の整備
上下水道の整備

11. 質の高い学びが人を育てるまち
学校教育の充実
生涯学習の推進
スポーツの推進

ありたい姿

ありたい姿

政策分野3
自然環境と

暮らしの基盤
⾃然の恵みを守り
安全で魅⼒あるま
ちづくり

ありたい姿

ありたい姿

ありたい姿

全分野に関連する政策

政策分野１ 産業と経済 豊富な資源を生かした産業づくり

ありたい姿

政策分野２ 子育てと健康福祉 みんなで支え合う安心づくり

ありたい姿

政策分野３ 自然環境と暮らしの基盤 ⾃然の恵みを守り安全で魅⼒あるまちづくり

ありたい姿

政策分野４ 教育と文化 学び合いと地域が育む人づくり

ありたい姿

政策分野５ 市政運営 市⺠に分かりやすい健全な⾏財政運営

政策分野１

産業と経済
豊富な資源を生か

した産業づくり

政策分野２
子育てと健康福祉

みんなで支え合う

安心づくり

政策分野４

教育と文化
学び合いと地域が

育む人づくり

政策分野５

市政運営
市⺠に分かりやすい

健全な⾏財政運営

ありたい姿

ありたい姿

ありたい姿

ありたい姿

ありたい姿

施 策

施 策

施 策

施 策

施 策



総合計画と総合戦略の一体化について

第３回総合計画策定審議会資料
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総合戦略とは

「総合戦略」とは、急速な人口減少
と高齢化が進む日本において、
地域ごとの特性を活かしながら、
自律的で持続可能な社会の実現
を目指す地方創生に特化した計
画です。

菊池市総合計画（市の最上位計画）
すべての計画の基本となる、行政運営の総合的指針となる計画

第２期癒しの里きくち創生総合戦略
「まち・ひと・しごと創生」に特化し、人口減少対策・地域産業の
振興に関する施策を重点的に取り組む計画

計画の位置づけ
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第２期癒しの里きくち
創生総合戦略

目指すゴール

「癒しの里きくち」の実現

施策基本目標

ア 菊池の魅力発信と「菊池ファン」
の創出・拡大

イ 観光客の更なる強化

ウ 戦略的な移住施策等の強化

基本目標１

菊池の宝を発信し、ひとが繋ぐ
“交流のまち”へ

～菊池ファンを増やす取り組みなどにより、
関係人口を増やします～

ア 未来につながる農業力の強化

イ 活力を創出する商工業の振興

基本目標２

稼ぐ力の創出で“働きたいまち”へ

～地産地消・地産外商により経済の域内・
域外循環の増大を図ります～

ア 結婚・出産・子育て等トータル
サポート体制の充実

イ 学びを通じて人が育つまちづくり

基本目標３

人を大切にし
“一人ひとりが輝くまち”へ

～夢や希望に向けて取組むことができる社
会実現を図ります～

ア 新しい時代にあった安心・安全な
まちづくり

イ 人生100年時代に向けた健康長寿
のまちづくり

基本目標４

安心・安全な“住みやすいまち”へ

～市民一人ひとりが、健康で共に助け合う
安心・安全の社会実現を目指します～
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総合計画と総合戦略の関係性

現行計画においても、一体的かつ重点的に

取り組む計画として総合戦略を位置づけ、

分野横断的に施策を実行している。

基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 基本目標４
菊池の宝を発信
し、人が繋ぐ“交
流のまち”へ

稼ぐ⼒の創出で
“働きたいまち”
へ

人を⼤切にし“⼀
人ひとりが輝くま
ち”へ

安心・安全な“住
みやすいまち”へ

施策1 関係人口の拡大（重点） ○ ○
施策2 観光の振興（重点） ○ ○
施策3 農業の振興（重点） ○ ○
施策4 畜産業の振興（重点） ○ ○
施策5 林業の振興（重点） ○ ○
施策6 商⼯業の振興（重点） ○ ○
施策7 子育て支援の充実（重点） ○ ○
施策8 健康づくりと医療体制の充実（重点） ○
施策9 高齢者福祉の充実（重点） ○
施策10 障がい者（児）福祉の充実（重点） ○
施策11 生活困窮者の⾃⽴支援（重点） ○
施策12 地域福祉の充実（重点） ○
施策13 脱炭素・循環型社会の実現
施策14 ⾃然環境の保全
施策15 魅⼒あるまちなか整備
施策16 防災・消防体制の充実（重点） ○
施策17 暮らしの安全対策の推進（重点） ○
施策18 良好な都市機能の形成
施策19 道路・交通体系の整備（重点） ○
施策20 上下水道の整備
施策21 学校教育の充実（重点） ○
施策22 生涯学習の推進（重点） ○
施策23 スポーツの推進
施策24 歴史文化の保存と継承
施策25 人権教育・啓発の推進
施策26 男⼥共同参画の実現（重点） ○
施策27 開かれた市政の推進
施策28 効率的な⾏政運営
施策29 財政基盤の強化

【総合計画における政策分野・施策と総合戦略の関係性】
第２期菊池市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

第３次総合計画 前期基本計画

政策
分野

1

政策
分野

5

産業と経済
豊富な資源を生かし

た産業づくり

子育てと健康福祉
みんなで支え合う安

心づくり

⾃然環境と暮らしの
基盤

⾃然の恵みを守り安
全で魅⼒あるまちづ

くり

教育と文化
学び合いと地域が育

む人づくり

市政運営
市⺠にわかりやすい
健全な⾏財政運営

政策
分野

3

政策
分野

4

政策
分野

2

重
点
的
に
取
り
組
む
施
策
を
抽
出
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総合計画・総合戦略
計画期間

総合計画
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一体化について

• これまで
第２期癒しの⾥きくち創生総合戦略は計画期間が令和2年
度 令和6年度までの5年間となっていたため、総合計画
と計画期間に差異が生じていた。
総合計画と総合戦略は、整合性を確保するため内容が重複
するものが多くあるが、計画期間にズレがあることで、策
定・改定作業や事業の進捗管理、効果検証等で共通する作
業が多いものの別々に⾏う必要があり、作業量が増大して
いた。
総合計画前期基本計画策定時に、後期基本計画からは総合
戦略と⼀体化することを⾒据え、第2期総合戦略を１年間
延⻑し令和7年度までとした。これに伴いKPI（成果指
標）の⾒直しを実施。

• これから
「第３期 癒しの⾥きくち創生総合戦略」を総合計画へ包
含することにより、第３次菊池市総合計画後期基本計画と
⼀体化を図る。
・基本的な考え⽅、基本目標等は「第2期癒しの⾥きくち
創生総合戦略」を継承することとし、具体的な施策につい
ては、総合計画の重点項目に位置付けられた施策とする。
・総合戦略の基本目標に対するKPI（成果指標）は、総合
計画で設定した各施策におけるKPIを基本とする。ただし、
地⽅創生に関わる重要な指標については、総合戦略から引
き継ぎ、新たに計画内に設定するものとする。
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 後期基本計画

政策分野 1 産業と経済 施策 1 関係人口の拡大

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

観光振興

地域振興

市⻑公室

2 現状と課題 担当課

観光振興

観光振興

地域振興

市⻑公室

3 施策実現のための取組 内容 担当課

地域振興

市⻑公室

４　成果指標 単位 担当課

％ 観光振興

件/年 地域振興

観光振興

    納税制度 返礼品 内容 充実  本市 情報発信 積極的 ⾏    寄附者  思   沿  事業 選定  寄附⾦ 有
効活用を図ります。

豊  ⾃然 歴史 ⽂化 温泉 ⾷等 癒        魅⼒的       創造 発信  ⼀時的 観光 交流       市 継続
的につながりを持ち、多様なかたちで支援していただける菊池ファンの創出・拡大につなげます。

互  歴史⽂化  理解 深       相互交流 推進        ⼈財育成 地域経済 好循環       

菊池    潜在層 本市      ⼈々        SNS等 通  広 情報発信 ⾏      講演会        等 交流
企画 ⾏       今後 新規      増        既存      強固                 創出       
 増  取 組   注⼒  必要      

菊池観光協会 連携 菊池       会員拡大 取 組    菊池⼀族 歴史          福岡県 ５市町  南北朝 菊
池⼀族歴史街道推進連絡協議会」を運営し、菊池ファンの獲得に取り組んできました。菊池⼀族の歴史ファンは増えてはいるものの、依然
   菊池⼀族 認知度 低      引 続 魅⼒ 深堀 発信⼒ 強化  必要      
全国的にはふるさと納税寄附額が増加傾向にありますが、寄附者は返礼品の内容で寄附⾃治体を決める傾向にあります。返礼品について
  制度    改定 随時⾏      経費 係 割合 増加傾向      本市      ⾸都圏 主要 寄附者     
  送料   経費負担 大   経費負担 低 商品開発    検討 必要      本市 魅⼒    返礼品（特産品 宿泊
施設）の開発及びPRが必要です。

         菊池応援寄付⾦  寄付件数 24,902 97,220

    納税制度 活用

    納税制度            応援寄附⾦  周知     ＪＡ菊池 菊
池市商⼯会等 連携 魅⼒的 返礼品 開発 取 組  返礼品     菊池市
のPRを推進します。また、企業版ふるさと納税を広く募集し寄附を活用した地方創生
の取組を推進します。

基準値（R6) 目標値（R11)

菊池    満⾜度 アンケート調査 5％上昇（仮）

姉妹 友好都市  交流促進

関係⾃治体や菊池観光協会と連携し、菊池⼀族の歴史⽂化をはじめ、豊かな⾃然
 温泉 ⾷   地域資源 活用  効果的  戦略的        施策 取 
組  新規 菊池    獲得     菊池    満⾜度 向上         
やコンテンツの拡充に取り組みます。

国内外 姉妹 友好都市等 協議 ⾏  交流事業 整理 ⾏     交流団 
派遣 受 ⼊       交流   ⼦           市⺠ 物産 観光関係
者 交流機会 創出    

菊池ファンの創出拡大

新型       感染症 ⼝蹄疫 影響   中⽌      国内 国外 交流事業 再開           半導体関連企業 
進出      台湾  交流 更 推 進       重要        台湾  交流     宜蘭市 台南市  交流 進    
中  現在取 組    国内３都市国外３都市  交流事業 整理 必要   
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 後期基本計画

政策分野 1 産業と経済 施策 2 観光の振興

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

土木

観光振興

2 現状と課題 担当課

観光振興

観光振興

観光振興

土木

3 施策実現のための取組 内容 担当課

観光振興

商⼯振興

観光振興

観光振興

観光振興

観光振興

土木

観光振興

観光振興

観光振興

観光振興

４　成果指標 単位 担当課

⼈/年 観光振興

円/⼈ 観光振興

円/⼈ 観光振興観光消費額（日帰り） 5320（R5） 6,380

⾃然 中 癒  求  ⾃然回帰 健康志向   世界的 潮流 踏        賑  創出 地域経済 活性化 向    菊池
渓⾕ 温泉等 恵   ⾃然   菊池川流域日本遺産 菊池⼀族 歴史⽂化   魅⼒  特産品 等 地域資源 組 合   本
市ならではの観光コンテンツを拡充します。また、磨き上げた観光コンテンツを有効活用しながら、トレンドに沿った観光需要に対応する安心
安全 快適 受⼊態勢 整備        観光地        ⼒ ⾼  固定客 獲得 図    

48,000

菊池観光協会と連携し、観光パンフレットや観光案内版などの多言語化を促進すると
      戦略的        活動 進     ⼈流    活用       
ケティングの導⼊等DX化を推進します。

観光基盤の強化

観光推進体制の強化

まつり・イベントによる地域経済の活性化

菊池市版DMOの創設と運営を支援して地域の稼ぐ⼒を引き出し、持続可能な観光
まちづくりを推進します。

地域経済 活性化 目的  地域   本市 魅⼒発信 誘客⼒        
ベントの企画・運営を支援します。

菊池川流域日本遺産 菊池⼀族    史跡 ⽂化財等 歴史⽂化資源 生 
  台湾 主             活動 ⾏      本市     体験    
ツを磨き上げます。

観光資源 魅⼒化

官⺠⼀体     日本⼀ 桜 ⾥     市⺠ 浸透     NPO等 ⺠間団体 地域住⺠団体    河川 道路敷地 公園
等  植樹 継続的 ⾏           菊池市桜 ⾥      桜苗木交付要綱  基  引 続 支援 必要   

官⺠連携         体制 整備 廃⽌

桜 ⾥    通   癒  空間 創造  地域 意識向上    観光及 経済効果 目指    

      需要 円安 影響   爆発的 増       ３大都市圏 有名観光都市 集中     地方  流⼊促進 課題 
       台湾 半導体関連企業 進出 伴  台湾  本市  観光客流⼊ ⾒込        台湾 重点 置      
ションと受け⼊れ態勢の整備に取り組み、インバウンド需要を取り込んでいく必要があります。
   禍以降      需要 ⾼   受  豊  ⾃然環境 温泉等 観光資源 組 合         造成 PR ⾏     
  引 続  本市 強    ⾃然環境 ⾷材等 活用             造成 PR  観光資源 魅⼒化 取 組 必要  
ります。
観光       多言語化 多言語対応          設置          需要回復 ⾒据  環境整備 進      
今後    戦略的 観光施策 取 組    ⼈流    活用             導⼊  DX化 推進  必要      

観光消費額（宿泊） 39,964（R5)

基準値（R6) 目標値（R11)

4,050,000観光⼊込客数 3,527,000（⾒込 ）

グルメ菊池認定店舗の集客増加につなげるため、認定ロゴマークを活用したPRや周知
を促進します。
菊池温泉街        基本構想   実⾏計画 基   旅館    経営基
盤強化 ⾷ 通  温泉街 魅⼒化 景観街    推進 官⺠連携 取 組  
す。
菊池渓⾕等の⾃然と健康、⾷、温泉を組み合わせた本市ならではの体験プログラムを
充実           推進  健康保養地（現代版 湯治場）    魅⼒向
上を図ります。

⾏政区 ⺠間団体等 桜苗木 要綱 基  交付        市⺠ 郷土愛 
醸成 本市 癒  ⾥ 構想 寄与        適切 維持管理 実施    桜
 ⾥      事業 継続的 進       

観光客     利便性向上 安全確保    観光案内板 設置 ⽼朽化  
施設の改修等、観光施設の整備を進めます。

県北４市町 関係事業者 連携      施設 温泉  各地域 観光資源 
組み合わせたアウトドア型観光を推進するととともに、菊池渓⾕ライトアップ等のナイトタ
        磨 上     観光資源 魅⼒向上 図    
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 後期基本計画
政策分野 1 産業と経済 施策 3 農業の振興

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

農林整備

農政課

2 現状と課題 担当課

農政課

農政課

農政課

農林整備

農林整備

3 施策実現のための取組 内容 担当課

農政課

農林整備

農政課

農林整備

安心安全な農産物づくり 農政課

消費拡大の推進 農政課

農林畜産物     化 新  特産品 開発 農政課

４　成果指標 単位 担当課

⼈/年 農政課

⼈ 農政課

万円/年 農政課

800

基準値（R6) 目標値（R11)

「菊池基準」を登録した生産者数 614

各物産館     菊池基準 登録 農林畜産物
の販売額 6,852 8,500

新規就農者数 24 20

菊池米⾷味コンクールや九州のお米⾷味コンクール等を通じて、質の⾼い米づくりへの
意識⾼揚 米   菊池 PR  更  菊池米     化 図    
「菊池基準」を浸透させ、PRの強化や他商品と差別化を図り、⾼価格販売につなげま
す。
本市で生産される農産物を使用した商品開発や情報発信、販売促進を支援すること
で６次産業化を推進します。

本市独⾃ 新規農業就業奨励⾦ 交付    国  農業次世代⼈材投資資
⾦   経営開始資⾦    支援 営農指導員   農業技術 経営 助言 指導
など農業者に対するサポート体制を充実させ、新規就農者を確保し、優れた農業者を
育成します。

担い手の確保と育成

都市圏等  物産    各種      PR 実施  本市 農林畜産物 認知
度 ⾼  消費拡大 繋       地域⾷材 消費 促進  取 組  情報発
信 ⾏  地産地消 推進    

農地 区画整理 農業用⽔路等 整備 推進  農業経営 効率化及 省⼒化
につなげます。

先端技術を活用したスマート農業の普及、施設整備や農業機械の導⼊を支援し、作
業 効率化 ⾼度化   生産体制 強化    

有害鳥獣対策の推進
              有害鳥獣   農林作物被害 低減 図    ICT 活
用    有害鳥獣捕獲 ⾏ 個体数 調整 侵⼊防⽌施設 整備 対  支援
 ⾏    

オーガニックビレッジの取組により、環境にやさしい農業を推進するとともに、本市独⾃の
生産基準    環境王国菊池農業生産基準  関   更  普及推進 取組 
ます。

生産体制の強化

（農地整備係）農地 区画整理 用⽔路等 基盤整備 ⾏     生産体制 効率化 農業所得 向上 図      耕作放棄
地 解消 優良農地 確保 努  後世 継承        
（林務係）有害鳥獣被害      鳥獣被害対策 基本   ３本柱    捕獲   個体群 管理   柵 設置等   侵⼊
防⽌対策 及  餌場 隠 場 管理   生息環境 管理  推進  更  鳥獣被害対策 強化 取 組    

農業生産    低減 省⼒化 図    農用地 未整備地区 区画整理 用⽔路等 農業生産基盤 整備 推進      地
域     農業者 ⾼齢化 担 手不⾜   土地改良事業 推進 遅       情報提供    事業 進    必要    
す。

          等 鳥獣   農林作物 被害 年々増加          被害  生産者 生産意欲 低下  直結    
から対策の強化が必要です。

農業者が誇りとやりがいを持つことで、次代の農業を担う後継者の育成につなげます。また、生産者や関係機関・団体等と連携しながら施策
 ⼀体的 展開 図  魅⼒  農業 構築        農地 区画整理 用⽔路等 基盤整備         農業 推進   
生産体制 効率化 有機農業 推進      確⽴ ６次産業化   販路拡大等 通  農業所得 向上 目指    

豊  ⽔資源 肥沃 大地 生   豊富 農産物 生産        ⾼齢化 後継者不⾜   耕作放棄地 増加 燃油 肥
料 資材等 価格⾼騰  様々 課題 抱      ⾼品質 農産物 生産 農家所得 安定 向上       支援 強化  
必要があります。
本市 農林畜産物     確⽴      環境 配慮  農業 推進    消費者 求  安心安全 農林畜産物 生産 図  
併せて味、品質などの差別化を明確にし、付加価値に応じた価格設定が必要です。
⾷ 対  安全安心      ⾼     中 地域⾷材 利用 ⾼  地産地消 推進体制 強化  必要      
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 後期基本計画
政策分野 1 産業と経済 施策 4 畜産業の振興

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

農政

2 現状と課題 担当課

農政

農政

農政

3 施策実現のための取組 内容 担当課

農政

農政

農政

農政

農政

農政

農政

農政

４　成果指標 単位 担当課

頭 農政

頭 農政酪農経産⽜ 飼育頭数

肉用繁殖⽜の飼養頭数 6,358（R5)

基準値（R6) 目標値（R11)

7,000

6,300

7,018（R5)

畜産環境問題の対策

県や関係団体と連携により、畜産たい肥の広域的な耕種農家への活用を推進し、余
剰たい肥の解消に努めます。

家畜排  物 管理     法 遵守  適正管理 啓発 定期的 環境    
ルを実施します。
⼯場 住宅地 建設 近接等   環境 変化 対応     県 関係団体等 連
携し、持続可能な畜産環境対策や循環型農業の維持に努めます。

畜産物の消費拡大 生産者、関係団体と連携し消費拡大を呼びかけ、畜産物のＰＲと消費拡大に努めま
す。

畜産経営基盤の強化

優良雌⽜ 導⼊ 対  補助 ⾏  優良 仔⽜生産 乳量確保   畜産農家 
経営基盤の強化を図ります。

畜舎やたい肥舎等の施設整備やスマート農業機械の導⼊支援により、持続的な経営
基盤の強化を図ります。

農地 効率的 利用 飼料作付⾯積 拡大 推進        ⾃給飼料 確保
を図ります。

防疫体制の整備 家畜伝染病防疫演習等を実施し、県・関係団体等と連携し初動防疫体制や応援体
制の整備を図ります。

半導体企業等 進出 伴  多数 関連企業 ⼯場⽴地等 予想   住宅地 開発 近接等   住環境 変化 伴 畜産環境
対策     喫緊 課題        畜産農家      堆肥舎 建設等 取 組 管理          従前  ⾏     
循環型農業 体系 崩  懸念      

本市 畜産業  ⻄日本⼀ 酪農業     肉用⽜ 繁殖 肥育業 養豚業 養鶏業  日本有数 産出額 誇     生産性 
向上による経営安定を目指し、畜産振興のための取組を進めます。
畜産業を取り巻く情勢の変化により、家畜防疫対策や畜産環境対策が課題となる中、持続可能な畜産経営を目指し、県や関係団体と連
携して経営基盤の強化を図ります。

菊池市  令和4年市町村別農業産出額     畜産産出額 全国7位 県内  1位 畜産地帯    本市 経済 支  産業
 ⼀        円安         危機 海上運賃 上昇   伴 輸⼊飼料 燃油 肥料 資材等価格 ⾼騰 消費 低迷 
続いており、畜産経営を圧迫しています。
また、農畜産物のコスト上昇を価格に転嫁することは非常に難しく、現在のコスト上昇は畜産経営に及ぼす影響は極めて大きなものとなってい
ます。

⾼病原性鳥インフルエンザや豚熱が九州内で発生しており、渡り鳥の飛来によって本病ウイルスが侵⼊する可能性や⼈・物を介した運搬によ
る感染拡大等が考えられ、県内での発生リスクも⾼まってることから、熊本県・農家・関係団体等と連携し、発生予防対策やまん延防⽌対
策を図る必要があります。
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 後期基本計画

政策分野 1 産業と経済 施策 5 林業 振興

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

農林整備

2 現状と課題 担当課

農林整備

農林整備

農林整備

3 施策実現のための取組 内容 担当課

森林整備 推進 農林整備

特用林産物生産 活用 支援 農林整備

農林整備

４　成果指標 単位 担当課

ｍ 農林整備作業路及 作業道 開設延⻑ 114,500 128,000

基準値（R6) 目標値（R11)

有害鳥獣対策の推進 廃⽌（施策3.農業の振興に記載）

生産者 生活及 経営 安定 図      循環利用及 ⾥⼭林 保全 促進 
ます。

椎茸等 特用林産物  県内  有数 産地         個⼈⼜ ⼩規模 生産     状況   今後  森林環境譲与税 
活用し生産体制強化の支援が必要です。

⺠有林 森林整備 林業経営 安定化 図    受益者団体  作業路及 作
業道の開設を支援します。

木材生産   地球温暖化防⽌ ⽔源涵養 ⼭地災害防⽌等 公益的機能 有  森林 保全     適切 森林整備 進  
     森林環境譲与税 活用    特用林産物 含  林業全般 振興 木材利用拡大 推進 林業 後継者育成等 図  
林業経営 安定化 目指    

⺠有林 森林整備 林業経営 安定化 図      作業 効率化 木材利用 拡大 必要   

⼭村地域 過疎化 ⾼齢化等 進⾏等 伴 林業従事者 減少 所有者不明 森林増加     森林 管理放棄 増加    
       中 今後 森林環境譲与税 活用    森林所有者 林業関係者 支援    取組 必要   
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 後期基本計画
政策分野 1 産業と経済 施策 6 商工業の振興

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

商⼯振興

2 現状と課題 担当課

商⼯振興

商⼯振興

商⼯振興

3 施策実現のための取組 内容 担当課

商⼯振興

商⼯振興

商⼯振興

商⼯振興

商⼯振興

４　成果指標 単位 担当課

件/年 商⼯振興

⼈/年 商⼯振興

商⼯振興

将来 事業主     意欲  若者 支援  地域 根差  持続可能 後継者
の育成を図ります。 商⼯振興

10.2% 12.0%

創業支援

空き店舗や空きスペースを活用した創業等を支援し、地域活性化を促進します。

後継者育成及び事業承継促進
後継者の課題を抱える事業者の事業を継続させ、技術・サービス・雇用の喪失を防ぐと
    更  地域経済 活性化 推進     商⼯会 ⾦融機関 連携  事業
承継を促進します。

地元就職の促進 まちづくり出前講座を活用した誘致企業の情報提供や、⼩・中・⾼校生を対象とした⼯
場⾒学等 実施    既⽴地企業  就職 促進    

既⽴地企業 支援
既⽴地企業       訪問   情報 共有 ⾏  投資計画 掘 起   支援
策等を呼びかけ、⼯業活性化を図ります。また、企業等の進出に対応するためゾーニン
グに沿った誘導を支援します。

市内３⾼校から市内事業所への就職者数

創業支援者のうち創業件数 13 10

創業を目指す者に対して、創業セミナーや個別相談会を通して、創業までのノウハウの
習得や個別課題の解決につなげます。また、本市で創業する者⼜は新分野に進出する
者を支援することにより経営基盤の安定化を図り、地域産業の活性化を図ります。

新たな取組みへの支援

キャッシュレス決済やEC販売など消費動向が多様化していく中で、デジタル技術等を活
用  DX化 ⼈手不⾜解消 売上拡大 生産性向上    省⼒化投資 成⻑戦
略 実現 経営課題 解決等    副業⼈材活用      新  取組 事業者
 官⺠連携  支援    

基準値（R6) 目標値（R11)

本市  ⾃動⾞関連企業 半導体関連企業等 多 集積     近年  半導体関連企業 投資 活発        労働⼒ 確
保 求    ⼀方 就職   市⺠ 市外流出 依然   続       市内企業 魅⼒ 多様 働 場 市⺠ 知      地
元就職 促進  必要         企業等 規模拡張   用地拡大 対応    農業 宅地 商業 ⼯業等           
    向   無秩序 開発 抑制            基  土地利用 関  法適用 検討 事務手続  係 支援 ⾏    必
要があります。

地域内での新たな経済循環の創出及び雇用の機会を創出するため、地域産業の安定化・活性化を図ります。また、働く場の確保のため農
業 宅地 商業 ⼯業等               向  既⽴地企業 支援       地元雇用 促進        官⺠連携 深
  商品開発⼒ 発信⼒ ⾼       新      様式 活用促進 通  経営⼒強化 創業数 増加 図    

個⼈の消費活動は、依然として大型商業施設に集中し、個⼈店舗等の売上げが著しく減少しています。また、中⼩企業や⼩規模事業者
  事業主 ⾼齢化 後継者不在 店舗等 ⽼朽化  様々 課題 抱      消費    合  店舗     新規創業 事業
承継への支援など、地域内での新たな経済循環の創出が求められます。
キャッシュレスやEC販売など消費動向が大きく多様化していく中、デジタル技術等を活用したDX化や新たな販売方法、多様な営業方法への
⾒直            必要   
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 後期基本計画
政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 7 子育て支援の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

⼦育て支援

2 現状と課題 担当課

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

健康推進

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

⼦育て支援

健康推進

４　成果指標 単位 担当課

⼈/年 ⼦育て支援

％ ⼦育て支援

目標値（R11)

83 86

00

基準値（R6)

病児 病後児保育 受⼊率

保育所待機児童数

要保護児童対策地域協議会をはじめとする関係機関が連携し、養育支援訪問や産
後   ⼦育 支援拠点等        妊娠期  ⼦育 期    切 目  
支援    児童虐待 早期発⾒ 早期対応 努    

地域と連携した支援の推進

妊娠・出産・⼦育てに関する相談やサポート体制の
充実

　こども家庭センター「きくぴあ」については、発達や発育、⼦育てに関する相談体制を
強化し、福祉まるごと相談室をはじめとする関係部署が連携することにより支援が必要
な家庭等を早期に把握し関係機関による対応につなげます。

⺟⼦手帳    活用  ⼦育  関  情報発信 ⾏  利用者 拡大 図  
す。また、各種申請や申し込みなどオンライン化を進め、サポート体制の充実や、体制
整備についてさらに促進していきます。

⼦育  関   不安 孤⽴感 抱    家庭 少        世代間交流 地域全体 ⼦育    社会 構築  必要    
す。

支援 必要      妊婦 発達 生活習慣等 課題   幼児 増加       相談体制 強化 情報発信 ⾏  安心  
出産や⼦育てできる環境づくりが必要です。

放課後児童    利用    応   支援単位 増設 学校施設        
空 教室 利用等 ⾏    受⼊ 体制 確保  ⼦育  仕事 両⽴支援 図
ります。

家族構成の多様化に相まって、地域のつながりの希薄化が進み、養育支援や児童虐待相談、DV相談等が増加傾向にあります。相談窓
⼝の周知と関係機関との連携強化、支援体制の充実が必要です。

⼦育  仕事 両⽴支援

保育⼠等⼈材    登録      広報紙         掲載 定期的 ⾏
  登録促進 努       保育⼠不⾜対策    令和６年度  新  実施
した保育体制強化事業等により、保育⼠の負担軽減を図り、働きやすい職場環境を
整備  保育⼠ 離職防⽌ 努    

病児 病後児保育事業      利用者 安心  ⼦   預           
増設 進    障     児童 医療的   必要   児童等 保育 必要 
  全  児童 受 ⼊        体制     安心  ⼦育  仕事 両⽴ 
できるよう支援します。

⼦育て支援

本市 全      幸福 生活 送       社会        社会  実現     市⺠⼀⼈    寄 添     助 合
い、つながりあいながら、これからの未来をつくるこどもたちを育んでいく環境づくりを目指します。
また、⼀⼈ひとりの希望に合わせた妊娠・出産・育児を実現するため、様々な⼦育て支援サービス等の充実を図るとともに、児童虐待など深
刻化している課題の解決に向けて、関係機関等との連携強化に取組みます。

核家族化 共働 家庭 増加 伴  児童数 減少        放課後児童        ⾼  利用希望 増加傾向    
       受⼊施設 拡充 放課後児童支援員不⾜ 解消  必要      

    保育所 待機児童   達成        共働 家庭 増加  住宅      建設増加    待機児童 発生 懸念 
れます。保育⼠の確保に加え、保護者の多様化するニーズの対応が必要です。

    広場 ⼦育 支援     ⾚    駅     広報紙        ⺟
⼦健康手帳アプリ等の様々な方法で情報を発信し、地域ぐるみで⼦育てを応援する
意識 醸成    

地域⼦育て支援拠点施設については、ニーズの⾼い土曜日開所の施設増に取り組
  ⽗親 利用 ⼦育 中 親同⼠ 交流 促進       夏季休暇等 ⻑期
休暇 利用  学生         活動 受⼊   ⾼齢者  交流会 ⾏   
 世代間交流 図    

                   ⺟⼦健康手帳     個別通知 ⼦育 応援
ガイドや社会福祉協議会のホームページ・広報紙等の周知、保育所⼊所申込時にも
制度 案内 ⾏  会員数 増加 図    

病児 病後児保育 利用    ⾼  特 感染症流⾏期  利用希望 多 受⼊             新  施設整備   対応
が必要です。
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 後期基本計画
政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 8 健康    医療体制 充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

健康推進

保険年⾦

2 現状と課題 担当課

保険年⾦

健康推進

健康推進

健康推進

3 施策実現のための取組 内容 担当課

健康推進

健康推進

保険年⾦

健康推進

健康推進

健康推進

健康推進

健康推進

健康推進

４　成果指標 単位 担当課

％ 保険年⾦

％ 健康推進

⺟⼦手帳交付時  保健師⾯談 ⾏  正  生活習慣 基礎       保健指
導 ⾏    
さらに乳幼児健診では生活リズムを整えることを基礎とした生活習慣病予防について保
健師 栄養⼠ 保健指導 ⾏       各種教室 出前講座  取 組    

日曜 祝日     ⼩児科 内科 外科   他診療科各1医療機関 休日在宅
当番医   対応       菊池地域⼆次医療圏病院群輪番制運営事業   
7医療機関  医療体制 確保     取 組       現在 診療体制 課
題にしっかりと向き合い、医師会等と協議を進めていきます。

感染症への対応の強化
県 医師会 情報共有 図  危機管理体制 整  市⺠ 健康保持 支援   
きます。
新たな感染症が再拡大する恐れもあることから、準備と迅速な対応に備えます。

特定健診 受診率（3⽉末 測定値） 38.5

⺟⼦保健 推進

休日 夜間    診療体制 確保

大腸  検診受診率（40歳 69歳） 11.2% 12.3%

基準値（R6) 目標値（R11)

48.5

がん検診の推進
乳  検診 個別検診      令和４年度  視触診＋       検診   
        検診      選択   体制整備 ⾏       各種  検診 
受診者 伸  低迷       受診勧奨等 ⼯夫  受診率向上 目指    

生活習慣病予防の推進

菊池養生園等 連携  年齢 受診歴等 応  作成  勧奨通知 発送 架電
等による受診勧奨の強化を図ります。
健診未受診者 対           受診勧奨   継続  ⾏  受診率 向上
に努めます。特定健診や生活習慣病健診受診者で重症化予防の対象者に対しては、
保健師 管理栄養⼠ 訪問  受診勧奨 市⺠ 生活習慣 ⾒直         
保健指導 継続  ⾏    

健康づくりの推進

参加者より健康診断の数値が改善されたなどのアンケート結果もあることから、ウォーキン
グに着目した教室を継続して実施します。
⾷生活推進協議会とも連携を図り、⾷生活の改善や⾷育の普及をする教室及び活動
を実施します。

生活習慣病 予防 早期発⾒ 早期治療 重要 特定健診 受診率向上 努    

生活習慣病 予防 早期発⾒ 早期治療 重要 特定健診 受診率 少   上昇        県平均   依然低 状況    
    健診受診 必要性     更 ⼯夫  啓発 ⾏ 必要      

各種がん検診の受診者の伸びは低迷しているため、受診勧奨等の⼯夫が必要です。

妊娠期  生活習慣病予防 視点 保健指導 ⾏        妊婦  貧⾎  ⾎糖値異常  該当者 減少傾向    改善 向 
た取り組みが必要です。3歳児健診における問診項目「21時までに就寝している」についても改善傾向にないため、引き続き基本的な生活習
慣に関する周知啓発を図る必要があります。

今後 新  感染症 再拡大  恐         医師会 各医療機関  連携 県 保健所  情報共有 強化  平時   準
備と迅速な対応が必要です。

⼈生100年時代 向  生涯 通  心⾝   豊  生活 送             応  健康     生活習慣病 予防等  
関心 ⾼  適切 運動 習慣化 ⾷生活 改善   市⺠   良 生活習慣 定着 取 組    
   市⺠ 健康維持 増進    保健 予防活動 各種健康診断 定期的 受診体制 感染対策 充実 図    
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 後期基本計画

政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 9 高齢者福祉の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

⾼齢支援

2 現状と課題 担当課

⾼齢支援

⾼齢支援

⾼齢支援

⾼齢支援

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⾼齢支援

⾼齢支援

⾼齢支援

⾼齢支援

４　成果指標 単位 担当課

％ ⾼齢支援

箇所 ⾼齢支援住⺠運営 通  場箇所数

要介護認定を受けていない65歳以上の⾼齢者の
割合 85.5

124 132

基準値（R6) 目標値（R11)

85.8

認知症 対 正  理解 深 安心  暮             ⼩中学生 頃  
の認知症サポーター養成講座を受講し、その後も⼀般向け、地域、職場等で継続して
学び、実践できるような体制づくりに取り組みます。
  成年後⾒制度 関    今後利用 必要 ⼈ 増   ⾒込   成年後⾒ 
    周知 図    相談支援 ⾏       更  充実 努    

社会状況 ⾼齢者 実情 合  ⽼⼈    在 方 活動 検討 ⾏      ⾼
齢者 経験 知識 生   活躍 場 増     支援 ⾏       UDe- 
ポーツ等を活用して、新たに⾼齢者が集う場の創出や生きがいづくりの支援に取り組みま
  地域 活動拠点 憩  場   ⽼⼈福祉      生       場    
  積極的 活用 ⾏    

⾼齢者にやさしいまちづくりの推進

⾼齢者の生きがいづくり

⾼齢者の生活支援

生活支援サービスについては、地域の実情等も踏まえニーズに合った各種サービスの提
供が求められています。移動と買い物に関しての相談は増加傾向にあり、公的な政策だ
    ⺠間      地域   社会資源 活用     住 慣  地域 暮 
し続けるため現状に合った支援や情報提供ができるよう取り組みます。

認知症 対 正  理解 深     取 組     認知症      養成 ⼩中学校  浸透         ⼀般 講座受講
者 ⾼齢者地域⾒守        登録団体 伸 悩    状況      今後成年後⾒制度 利用 必要 ⼈ 増   ⾒込 
     成年後⾒     周知 図    相談支援 ⾏        体制整備 必要   

⾼齢者 生    持  生活 健康    重要課題    ⽼⼈   活動     会員減少     消滅 増    現状   
元気⾼齢者 仕事 趣味 個別 活躍     加⼊ 繋    時代     合  活動 提案       支援 必要   ⽼⼈
福祉          利用者 利便性 考慮  地域 活動拠点 憩  場      活用 求        

介護予防の推進

介護予防 健康教育 ⼀体的 推進 健康維持 重要性 意識付       通
いの場やふれあいサロン等継続した活動ができる場の提供が必要です。活動の場の存
続や活性化のために⼈材育成講座を実施し、地域のリーダーを育て活躍できる⼈や場
を広げ、⾝近なコミュニティーでの持続可能な介護予防を推進していきます。

⾼齢化 進⾏  中  可能 限 住 慣  地域 暮           関係機関等 連携  住   医療 介護 予防 生活支援
の5つのサービスを⼀体的に提供できる体制（地域包括ケアシステム）の推進を図ります。
また、フレイル（虚弱）予防のため、地域での通いの場を通して介護予防の取組を進めるとともに、⼀⼈ひとりに寄り添った介護保険サービス
の提供に取組みます。
そのほか、認知症サポーターの養成や大きなオレンジリングまちいっぱい運動など、地域全体で⾼齢者に優しいまちづくりを推進します。

介護予防 健康教育 ⼀体的 推進       住⺠  健康維持 重要性 意識付  継続  活動    場 提供 必要  
  地域住⺠同⼠      希薄化    通  場 継続 増加   ⼀層困難 状況        ⾝近 介護予防 場   通
いの場の存在意義は重要であり、持続可能な活動できる場の確保が必要です。
生活支援サービスについては、公的なサービスと様々な社会資源で対応していますが、今後も新たな支援が必要となることが想定され、ニーズ
 合      提供 必要性 感      特 移動 買 物支援 関   不安 要望 多  ⾼齢者 声 聞  各種     利
便性 向上 ⾒直  図    重要   
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 後期基本計画

政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 10 障がい者（児）福祉の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

福祉

2 現状と課題 担当課

福祉

福祉

3 施策実現のための取組 内容 担当課

福祉

福祉

福祉

４　成果指標 単位 担当課

⼈ 福祉

⼈ 福祉
就労移⾏支援事業等  ⼀般就労 移⾏  者
 数（累計） 6 10

基準値（R6) 目標値（R11)

77地域生活  移⾏（施設⼊所者数） 85

障がいのある児童支援の提供体制の確保 障   早期発⾒   関係機関等  連携    強化       家族  支援
に取り組みます。

社会参加の促進
社会参加の支援のため、手話等によるコミュニケーションの支援に取り組みます。
また、適性に応じた就業ができるよう、就業支援のための福祉サービスの充実を図りま
す。

ニーズに対応した障がい福祉サービスの提供 複雑化・複合化した相談に対応するため、基幹相談支援センターを核とした相談支援
体制の充実・強化を進めます。

障     ⼈  障   理由   不利益 取扱  受      安心  暮            障    正  理解 合理的配
慮について啓発を進めます。
   障     ⼈ ⾃⽴  生活 送      適切     利用 就労機会 提供   支援 必要   地域住⺠ 地域生活
の中で障がいのある⼈の生活を支援し、ともに支え合う地域共生社会の実現に向けた取り組みを進めます。

障     ⼈ ⾼齢化 重度化   障  福祉         多様化      複雑化  相談等   細   対応     
基幹相談支援     核   相談支援体制 更  充実 図      持続可能     提供   給付 適正化 検討    
必要があります。
障     ⼈ 就業 ⾃⽴      経済的側⾯     生     繋      ⼀般就労     厳  状況         
    障  者就業 生活支援     連携  取組  進       地域 企業  障     ⼈ 対  理解 深     啓
発が必要です。
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 後期基本計画

政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 11 ⽣活困窮世帯 ⾃⽴支援

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

生活支援

2 現状と課題 担当課

生活支援

生活支援

3 施策実現のための取組 内容 担当課

生活支援

生活支援

４　成果指標 単位 担当課

％ 生活支援
新規就労開始、就労収⼊増加につながった世帯の
割合 28

地域支援体制の確保
生活困窮者の相談窓⼝「くらしサポートセンター」に支援員を配置して家計改善支援な
  困窮世帯 ⾃⽴ 向  支援 ⾏    庁内部署及  ⺠生児童委員等 地
域 団体 各関係機関  連携 困窮世帯 把握 ⾃⽴後 支援継続 努    

32

基準値（R6) 目標値（R11)

生活困窮者⾃⽴支援法 基   生活 困窮     必要 支援 受        安心  安定  生活 送       地域 目
指     様々 問題 抱 生活 困窮    世帯  生活保護 ⾄     早期 困窮状態  脱却  安定的 ⾃⽴  生活 
営めるようにします。

⾼齢化社会 拡大   医療費 介護費 負担増加 物価⾼騰等 様々 理由   経済的 困窮  世帯 増      今後 更
に増加していくと予測されるため、相談支援などの対策が必要です。

生活困窮世帯 中        課題 同時 抱    世帯      様々 角度  包括的  早期 支援     重要    
    市⺠⼀⼈    寄 添  支援 ⾏      複雑 多様化       適切 対応   細  支援 必要   

生活困窮世帯 ⾃⽴支援

様々な課題を抱えた生活困窮世帯からの相談に対し、アセスメントにより、支援プランを
策定します。プランによる各種支援により、住居を喪失するおそれのある者への支援、住
居喪失者  ⼀時生活 場 確保 家計収支 ⾒  化 就労 支援等 ⾏  
す。
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 後期基本計画

政策分野 2 子育てと健康福祉 施策 12 地域福祉の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

福祉

2 現状と課題 担当課

福祉

福祉

3 施策実現のための取組 内容 担当課

福祉

福祉

４　成果指標 単位 担当課

件 福祉

⼀⼈⼀⼈      住 続                     地域           ⾒守 支 合         取 組    

新型       感染症対策  ⾏事 ⾃粛 交流 場 縮⼩    住⺠同⼠ 関  合  薄        活動 再開     
担 手 ⾼齢化  若 世代 地域⾏事 対  負担感増   世代交代 困難     地域    担 手 確保 地域福祉  住
⺠ 理解 啓発 意識 向上 課題   

核家族化 進⾏ 8050問題 介護 ⼦育          屋敷 地域  孤⽴    状態    複雑 複合化  生活課題 増
加など、社会の変化に伴い課題解決が困難なケースがあります。
 そのため、これまでの介護・障がい・⼦育て・生活困窮という分野毎の相談体制から、個⼈や世帯が抱える課題やケースに対し包括的な支
援体制 推進     必要      地域住⺠ 互助 支援 ⾏    地域    進     住⺠ 意識醸成 図 必要    
す。

住⺠相互 支    体制整備

地域課題 地域住⺠同⼠ 検討 解決   体制構築  地域福祉活動 実施  
地区 増加 図    社会福祉協議会 連携  区⻑ ⺠生委員 地域福祉推進
委員  他地域住⺠参加   要支援者 支援 柱   地域福祉推進 支援 ⾏
います。

包括的支援体制の整備
複雑化・複合化した解決が困難なケースの解決に向け、「福祉まるごと相談室」を起点
とした関連各部局及び関連機関が連携して対応できる仕組み・体制づくりを強化しま
す。

基準値（R6) 目標値（R11)

多機関協働による支援件数 確認中 確認中
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 13 脱炭素・循環型社会の実現

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

環境

2 現状と課題 担当課

環境

環境

環境

3 施策実現のための取組 内容 担当課

温室効果ガス削減の推進 環境

環境

４　成果指標 単位 担当課

kg/年 環境

％ 環境

   排出量      市⺠ 意識向上   減少傾向            率     伸 悩    状況      
⺠間 無料回収施設 増加    資源  搬⼊量 減少 要因     考       今後 分別    周知等 更  取組 推
進する必要があります。
増加  在住外国⼈向     正  分別方法   周知 ⾏ 必要      

世帯      排出量 471

13.5 14.5

市 市⺠ 事業者共同   温室効果   排出削減 向  再生可能      
導⼊ 利用促進 取 組       市 事務事業      熊本連携中枢都市
圏 連携     全庁的 省     設備 導⼊促進 努     温室効果 
スの排出削減に取り組みます。

     率

415

  減量化 推進
  分別    活用     減量化   関  情報 発信     市⺠団体 
    申請   出前講座 開催    分別方法 理解促進 向 市⺠  啓発
 ⾏      減量化 推進 併       率 向上 図    

基準値（R6) 目標値（R11)

地球温暖化対策の取組は、社会的・経済的に深いつながりがある熊本連携中枢都市圏全体で⼀体となって取り組むことがより効果的であ
    圏域全体    再生可能      利用促進 徹底  省      推進     脱炭素型 都市 地域    推進 廃
棄物の排出抑制による持続可能な資源循環型社会の構築に向けた取組を推進します。

2050年            実現    脱炭素化      転換   地球温暖化対策 取組 求       市 市⺠ 事業者
共同による温室効果ガスの排出削減に向けた取組を推進していく必要があります。
       本市 含 熊本連携中枢都市圏 策定  地球温暖化対策実⾏計画（区域 施策編） 基   省     設備 導
⼊や地域資源を活用した再生可能エネルギーの推進など、温室効果ガス削減に向けた取組を実践していく必要があります。
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 14 ⾃然環境の保全

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

農林整備

環境

2 現状と課題 担当課

農林整備

環境

環境

環境

農政

3 施策実現のための取組 内容 担当課

環境保護・保全活動の推進 環境

⽔質保全 ⽔量保全 推進 環境

農政

農林整備

４　成果指標 単位 担当課

飲用⽔⽔質検査補助 ⼾ 環境

⼾ 環境

件 農林整備経営管理集積計画※1策定件数 20

農業者 ⾼齢化 後継者不⾜ 有害鳥獣被害 影響    耕作放棄地 増加 懸念      引 続  就農 推進     農
地や農業用施設の保全が必要である。

本市が誇る豊かな⾃然は、貴重な財産であるとともに、後世に引き継ぐべき重要な資源です。将来にわたり豊かな⾃然環境を保全していくた
     不法投棄 環境 影響 及  乱開発等 防⽌ 取 組    
また、地下⽔の枯渇や地下⽔質の保全に向けて、農地における冬期湛⽔事業や雨⽔浸透桝の設置促進による⽔源涵養対策について、
市 市⺠ 事業者 ⼀体    取組 推進       上⽔道事業区域外    飲用⽔ ⽔質検査補助   安全 生活飲用⽔ 
確保に資する取組を推進します。

- 200

40

森林 保全
経営管理権集積計画 策定     調査地域 選定 ⾏  ⼭林所有者 森林
整備等 関  意向調査 実施       市 経営管理 委託   森林   
   森林整備 ⾏       

地下⽔ ⽔質保全 ⽔量保全      地下⽔中 硝酸性窒素対策 関  本
市実施計画に基づき、庁内外関係機関との協同・連携による取組を推進します。

農地の保全 優良 農地 後世        農地 農業用施設 適正 維持管理 推進  
耕作放棄地の発生を抑制します。

土地開発 伴 条例 基  事前協議 手続      庁内    横断的連携 
図りながら事業者等に対する周知を徹底し、環境に影響を及ぼすおそれのある無秩序
 開発⾏為等 未然防⽌ 図    
環境保全活動 推進      警察 関係機関 連携 不法投棄 不法焼却 
関する注意喚起及び巡回パトロールを実施するとともに、悪質な事案に対しては指導・
警告 ⾏    

基準値（R6) 目標値（R11)

56地下⽔保全施設設置補助
（雨⽔浸透桝、雨⽔タンク） 2

森林   土地 荒廃防⽌ 地下⽔質 保全 向   市⺠ ⼀体    ⾃然環境 保全 推進    

森林  国土 保全 ⽔源 涵養 地球温暖化防⽌等 公益的機能 有     市⺠ 広 恩恵 与     所有者 経営意欲 
低下 近年 気候変動   ⾃然災害 多発         適切 森林整備 必要        
不法投棄 発生 通報件数 横        今後     関係機関等  連携 情報共有等 図     引 続 不法投棄事案
の解消に向け取り組んでいく必要があります。

無秩序な土地開発による災害や⾃然環境、生活環境への影響を防ぐため、継続的な巡回パトロールの実施をはじめ、庁内における横断的
連携・情報共有を図る必要があります。

七城地区 地下⽔      硝酸性窒素濃度 ⽔質基準 超過    地域 複数存在    引 続  地下⽔質 現状把握 努
めながら必要となる対策を講じるとともに、安全安心な生活飲用⽔の確保に向けた取組を推進していく必要があります。
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 15 魅⼒      整備

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

都市整備

2 現状と課題 担当課

都市整備

都市整備

3 施策実現のための取組 内容 担当課

都市整備

都市整備

都市整備

都市整備

４　成果指標 単位 担当課

団体 都市整備

⼈（団体） 都市整備

市⺠ 関係機関 協働  歴史 地域資源 景観 生   賑   交流    魅⼒的 街    取 組       ⼦    ⾼齢
者   幅広 世代 集  交流  心 安   得   憩  空間       公園 緑地 美化 努       市⺠参画 官⺠連
携   管理体制 構築  取 組  場 増     目指    

景観 対  啓発 市⺠意識向上 向  開催       中              応募者数 伸 悩      次 段階  
  今後      応募者     市⺠ 登録 育成 流  作     市⺠参画 体制 構築  必要      

公園 花壇管理     市⺠   ⾃主管理 広          ⼗分  言     今後     市⺠ 花 緑       活
用 専用花壇 設  等⾃主管理団体 育成 進          課題      公園 維持管理         削減 維持管
理 質 ⾼     現在個別 委託    業務     委託  包括的⺠間委託 指定管理 導⼊ 目指    

⼀家⼀花 市⺠参加型         推進  ⾃然 愛      市⺠ 育成 
まちなかに花と緑のある美しい景観のまちづくりに取り組みます。

⽔辺     空間 利活用

「かわまち」、「もりまち」、「はなまち」の取組を歴史的景観や遺産、商店街とつなぎ、市
⺠ 関係機関 協働   居心地 良  歩                    形
成を目指します。

公園・緑地の美化の推進
    美装化 公園 緑地 適切 管理  安全 快適 公園利用 促進    

市⺠   公園 ⾃主管理団体 育成       ⺠間 連携  維持管理体制 
構築を進めます。

緑化 美化活動 ⾏           数 20

50

基準値（R6) 目標値（R11)

25

    市⺠登録数 42
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 16 防災・消防体制の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

都市整備

福祉

防災交通

2 現状と課題 担当課

都市整備

福祉

防災交通

防災交通

3 施策実現のための取組 内容 担当課

都市整備

防災交通

防災交通

防災交通

防災交通

防災交通

災害発生時の支援体制整備 福祉

４　成果指標 単位 担当課

⼈ 防災交通

⼈ 防災交通

⼾/年 都市整備

防災⼠登録者数 310

職員 対象   非常電話呼集訓練 机上訓練 市⺠参加型 総合防災訓練 継続        危機管理体制 充実 市⺠ 防
災⼒ 災害時 対応⼒ 強化 図 続  必要      

危険空 家 解消⼾数 4 4

500

大規模⾃然災害 備  ⼾建住宅耐震化 危険空 家撤去  支援     空 
家 適正管理 係 普及啓発 努    

消防資機材 計画的 整備 更新   消防体制 整備 進    

目標値（R11)

平成28年熊本地震 令和２年７⽉豪雨   度重  過去 災害  得   教訓 生   大規模災害 備   防災 減災及 
復旧 資  強靭       進    
防災情報発信体制の強化や⾃主防災組織の活性化と防災⼠育成による、⾃助共助体制の強化を促進し、災害発生に備える体制整備
 図    国 県及 他⾃治体並  ⺠間  連携 密   防災体制 充実 図    

能登半島地震をはじめ、南海トラフ等の今後も発生リスクの⾼い大規模地震に備えるためにも建築物の耐震化推進は必要である。空き家
問題については、今後も空き家が増加傾向にあるため補助事業の充実（予算拡充）も必要である。

避難⾏動要支援者名簿 初  登録    ⻑期間情報 更新      ⼈      段階的 情報 更新 ⾏ 必要      

熊本地震等 過去災害 教訓 生       今後 発生    ⾼ 大規模災害 備   防災 減災 早期復旧 資  強靭   
づくりを進めます。

危機管理体制 充実 図      市⺠参加型総合防災訓練 実施    

⾃助・互助によって支え合う災害対策の基盤づくりを推進し、災害時に支援を必要とす
 ⼈   適切 支援       体制    努    

熊本地震  ８年 九州北部豪雨  12年   年数 経過    間 本市    大  災害 発生        防災  関心 
低下        ⾃助 共助 公助 連携   地域防災⼒ 活性化    出⽔期前 防災説明会      平常時    防災
意識 ⾼揚 図 必要      

11,554

基準値（R6)

15,000

⼀⼈⼀⼈      住 続             地域 担 手 輪 広 ⾒守 支 合         取 組    

防災・減災体制の強化

消防団⾏事      内容 精査  団員 処遇改善 活動    運営 取 組
みます。
必要な物資の計画的な備蓄により、大規模災害時の避難所運営に備え、避難所環
境の改善を図ります。

防災⼠の資格取得を支援し、⾃主防災組織との連携を促進することで、⾃助、共助
体制の強化を図ります。

   防災 ⾏政  登録者数
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 17 暮らしの安全対策の推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

福祉

防災交通

2 現状と課題 担当課

防災交通

防災交通

福祉

3 施策実現のための取組 内容 担当課

防災交通

防災交通

防災交通

防災交通

福祉

防災交通

４　成果指標 単位 担当課

件/年 防災交通

件/年 防災交通

⾒守 体制 整備

交通安全意識 啓発

市内刑法犯罪認知件数

交通安全施設の整備

150 130

基準値（R6) 目標値（R11)

市内交通事故発生件数（⼈⾝事故） 60 50

相談窓⼝ 更  周知 進       消費者被害 未然防⽌ 重視  観点 
  注意喚起 情報発信  地域   等 市⺠ 集  場 市内 ⼩中⾼校  
消費者教育について、出前講座の積極的な活用を呼びかけます。

⾏政区等  防犯灯 整備 LED化補助 ⾏政区 ⾏ 防犯   設置費用 ⼀
部補助   防犯体制 強化 市⺠ 主体   ⾒守 活動 推進 広報 防災無
線 防災 ⾏政         等 複数 手段   防犯情報 発信 呼掛   
  安全安心 菊池市 実現 向  防犯意識 ⾼揚 図    

市⺠ 関係機関 連携 登下校時 ⾒守  防犯     活動 実施    

交通安全教室 開催 路上       広報 防災無線 防災 ⾏政      
   等 複数 手段   啓発    交通安全意識 ⾼揚 交通       図
ります。

防犯活動の推進

運転 不安 持 ⾼齢者 運転免許⾃主返納支援 拡充       公共交通 
 利用転換 図    
道路管理者 連携   交通安全施設 整備 更新    交通環境 向上 図 
ます。

⾼齢者のスマホ保有の増加、デジタル化の進展、物価⾼騰等を反映し、新たな消費者被害が増加しています。また、手⼝が多様化・複雑
化 巧妙化  被害額 ⾼額                未然 防    大切      注意喚起 情報発信  市内 ⼩中⾼生
 ⾼齢者等 市⺠ 対象   消費者教育出前講座 継続  実施       購⼊ 契約  前 不明 点 分     点  窓⼝
や相談ダイヤル188にまず相談する、という周知が必要です。

⼀⼈⼀⼈がいきいきと住み続けられるまちづくりの⼀つとして、相談しやすい窓⼝及び消費者教育の充実を図ります。

交通事故軽減技術 普及    全国的 ⼈⾝事故 減少傾向     経済活動 活性化 伴 交通量 増加    物損事故 
増加傾向にあります。
交通安全意識 啓発 続      交通事故 減少 繋  必要       交通指導員 ⾼齢化 交通安全協会 ⾼齢化   
指導者の減少が直⾯する課題となっています。
経済活性化 ⽐例  犯罪 発生率 上           続          広報活動 継続     市内  犯罪 起   
    啓発  外出時 鍵     近所同⼠  声 掛 合  呼 掛  市⺠個⼈個⼈ 防犯意識 ⾼揚 図 必要      

交通事故  市⺠ 守    関係機関 団体 連携     交通安全教育 交通安全運動 積極的 推進 通  交通安全意識
啓発 交通    向上 図    防犯対策    防犯灯 防犯   整備    広報       等  啓発 市⺠ 主体   
防犯活動 推進    助 合  輪 広  安全安心 菊池市 実現 向  防犯意識 ⾼揚 図    
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 18 良好 都市機能 形成

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

都市整備

2 現状と課題 担当課

都市整備

3 施策実現のための取組 内容 担当課

都市整備

都市整備

公営住宅管理 効率化 都市整備

４　成果指標 単位 担当課

ha 都市整備

基準値（R6) 目標値（R11)

192用途地域内 宅地⾯積 191

公営住宅 居住環境改善            縮減 図    

指定管理者制度 導⼊    ⺠間      活用  多様 住⺠    対  
サービスの向上を図ります。

公営住宅等⻑寿命化計画 推進

都市基盤の整備
計画 基  道路改良 地域開発推進室  連携   宅地開発 促進  低未利
用地  居住誘導 ⾏       ⽴地適正化計画 改定 伴 居住誘導区域等
 ⾒直  PFI事業等 活用  定住化促進 図    

⼈⼝の急激な減少と⾼齢化を背景に、従来の拡大・拡散型のまちづくりから集約型へとシフトする中、⾼齢者や⼦育て世代にとって、安心で
  健康 快適 生活環境 実現  持続可能 都市機能 強化 求          都市計画        ⽴地適正化計画
及       基   商業 医療   多様 都市機能 居住 誘導      適正 都市形成 向  取組 進    
   市営住宅      公営住宅等⻑寿命化計画 基         化 ⻑寿命化 図    快適 暮     整備 ⾏  快
適に暮らしやすい生活基盤の確保を推進します。

半導体関連企業 進出等 影響 ⽴地適正化計画 基  居住誘導区域外  住宅建築 増     誘導区域 誘導  事 難 
        今後 居住誘導区域 他 ⽴地適正計画内 地域生活拠点 設置 ⾏ 等      合   都市形成 取 組 必
要があります。

-18-



 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 19 道路 交通体系 整備

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

土木

地域振興

2 現状と課題 担当課

土木

地域振興

3 施策実現のための取組 内容 担当課

土木

土木

道路 橋梁等 維持管理 土木

地域振興

地域振興

４　成果指標 単位 担当課

⼈/年 地域振興

⼈/年 地域振興        利用者数 7,764 11,750

市内幹線道路 整備

市⺠ 暮   支  重要 基盤   道路      本市道路整備        基  改良事業等   整備 進     ⽼朽化
  道路施設 効果的 維持管理 取 組  市⺠ 暮     生活基盤 確保 推進    

道路  交通量    分析 ⾏ 改良事業 改修⼯事等 安全 安心 道路環境 整備 進       現状   道路 橋梁  
   等 道路施設 ⽼朽化 進       修繕等 維持管理費 増加    半導体関連企業 事業用地 住宅開発 伴 交
通量 増加     予想   今後     効率的 効果的 維持管理 進  必要      
   国道 県道 整備      県 対  随時要望 ⾏      計画路線     計画通  整備 進     働    ⾏ 
必要があります。
市⺠ 交通手段 確保     路線    補助                    運⾏ ⾏                  
   利用者数 低 状況    交通事業者     運転手 不⾜  厳  状況 続     状況 応  運⾏方法 検討  
必要があります。

暮   支  重要 基盤   道路      道路整備         基   改良 改修事業等   整備 進  市⺠ 暮   
すい生活基盤の確保を推進します。
市⺠ 快適 生活環境 確保                       路線     公共交通 充実 市⺠ 関心    ⾼ 取 
組みの1つです。
公共交通 利便性 向上      市⺠ 誰  多様      享受           既存 公共交通資源          
地域の実情に即した交通体系を構築します。

     利用者数 12,917

道路整備       等 基   通学路 重点箇所   市道 改良事業 取 
組み、災害時におけるネットワークの強化や地域経済の活性化を推進します。
国道325号 4⾞線化 推進 地元   強 要望   国県道 整備     県
や周辺⾃治体と連携しながら、地域活性化のための交通ネットワークづくりを継続的に
進めます。

18,000

橋梁⻑寿命化修繕計画 舗装 個別施設計画 基   ⽼朽化    道路施設
 対   ⻑期的 観点  効率的 効果的 改修事業 取 組       安心 
安全 通⾏       適切 維持管理 ⾏    

基準値（R6) 目標値（R11)

広 市⺠ 公共交通 周知 利用 促進 図       市内及 他⾃治体 結 
公共交通 確保       様々 事業者 連携  市⺠ 観光客向  新  公
共交通システムの実現可能性について検討します。

利用者    市⺠ 声 伺     公共交通 周知 併  利便性 向上等運
⾏ 改善 図 利用 促進 図    
⾃主的 運転免許証 返納   方 向            運⾏    運⾏時
間 利用方法   情報提供 積極的 ⾏  利用 促進    

公共交通の確保

公共交通 利用 促進
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 後期基本計画

政策分野 3 ⾃然環境と暮らしの基盤 施策 20 上下水道の整備

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

⽔道

下⽔道

2 現状と課題 担当課

⽔道

⽔道

下⽔道

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⽔道

⽔道

下⽔道

下⽔道

下⽔道

下⽔道

４　成果指標 単位 担当課

％ ⽔道

下⽔道処理区
域内⽔洗化率 ％ 下⽔道

件 下⽔道

市⺠ 安心  利用   ⽔ 安定供給 図    ⽼朽化  上⽔道施設 更新    基盤 強化 維持管理 適切  合理的 
進  有収率 向上 図  健全 事業運営 目指    

2,481 2,801

95.594.7

合併浄化槽設置数

基準値（R6) 目標値（R11)

90.0有収率（⽔道） 87.5
（R6決算値予測）

汚⽔処理施設 改築更新 取 組  計画的 施設 整備 適正 維持管理 努
       施設 処理⼈⼝（汚⽔量） 考慮  適正 時期 統廃合 実施  
す。

⽔洗化率 向上      広報等 啓発活動    95％ 向 推進    

漏⽔調査及 早期修繕 取 組  有収率   収益 向上 図     ⽔道事
業経営の強化を進めます。

⽔道⽔の安定供給

浄化槽 推進      年 80基設置     目標 事業 進    

収納率      委託業者 連携 収納率 向上 努    

下⽔道 整備及 維持管理

社会資本整備交付⾦ 活用  菊池市浄⽔    改築更新⼯事 継続的 ⾏      今後 他 下⽔道施設 ⽼朽化等 備  
将来    安定的 維持管理 図    計画的 更新等 必要   
また、公共浄化槽等整備推進事業については、生活環境の向上のため継続的に事業を実施し、個⼈設置の浄化槽寄付についても浄化槽
 適正管理 ⾏ 事 生活環境 改善 公衆衛生 向上 努     今後 広報等   周知 継続  ⽔洗化率 向上 図    

⽔道施設 計画的 更新 管路 耐震化 進  突発的 断⽔ 未然 防    

快適 生活環境 確保     経営基盤 強化 図      最適 維持管理 取 組    

現状 創設  70年近 経過  施設 ⽼朽化 進       必要 応  施設 更新         給⽔⼈⼝ 減少     
有収⽔量 減少  ⽔道料⾦収⼊ 減少      
課題 物価 ⼈件費   ⾼騰    ⽼朽化  施設 更新費 維持管理費 増加傾向         給⽔⼈⼝ 減少 伴  ⽔
道料⾦収⼊ 減少 ⾒込        今後 経費削減 取 組     ⽔道事業経営 強化 取 組    
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 後期基本計画
政策分野 4 教育と文化 施策 21 学校教育の充実

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

学校教育

2 現状と課題 担当課

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校給⾷

学校給⾷

3 施策実現のための取組 内容 担当課

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校教育

学校給⾷

学校給⾷

４　成果指標 単位 担当課

％ 学校教育

％ 学校教育

％ 学校教育

⼦     確  学⼒ 豊  心 健   体       教師 授業改善及 指導⼒向上 図      基本的生活習慣 学習
習慣の徹底を図ります。
   ⾃然環境     地域 歴史⽂化 産業     学習 推進  児童生徒 郷土  関心 郷土 大切 思 心 醸成    
もに、未来のリーダーとしてグローバルな視点を持って、活躍できる⼈財を育成します。

基礎学⼒ 向上 向  取組    県学⼒調査 県平均値 超     ⼀定 効果       基礎的 基本的 学習事項 確
実に⾝に付けながら児童生徒が主体的に学習し、分かる喜びを実感できるよう、⼦どもを学びの主体とした授業への改善が今後も求められ
ます。
ICT端末を日常的に活用している割合が低く、授業での効果的な活用が求められています。ICT端末を用いて多様な方法で学びを進めた
り、他者と協働しながら考えを深めたりすることができるよう、⼦どもの学びのツールとしていっそう活用することが必要です。
児童生徒 生活習慣             SNS 関  時間 ⻑  学習時間 短 傾向      家庭 連携     児童生徒
 ⾃         SNS  関  管理   ⼒ 育    家庭生活習慣 改善     求      
不登校等  対応     学校支援                       教育支援     中心  学校 関係機関 連携
  取組 進           不登校児童生徒 依然増加     複雑化  家庭環境 価値観 変化 対応       ⼀層
の充実が求められます。

⼦     確  学⼒ 豊  心 健   体 育成   新  時代 必要  生
  ⼒  育  持続可能 社会 創 手 育成    

学校給⾷      対応      年々多様化 複雑化           中  学校給⾷衛生管理基準   菊池市学校給⾷ 
        対応 手引   基   対応 ⾏  安全 安心 学校給⾷ 努       必要   
学校給⾷では、新鮮で安全な⾷材の提供や地域経済の活性化等の観点から、地産地消の推進に取り組んでいます。これらの⾷材を使っ
 ⾷育 ⾏      地域 農産物 ⾷ 対  感謝 気持  育 必要      

命 大切  学  互  価値観 ⼈権 尊重  意識 感覚 持  ⼈財 育成 
ます。

誰⼀⼈取り残さない学びと新しい時代に対応した学びを推進します。

中学校卒業段階でＣＥＦＲ　Ａ１（英検３
級）レベル相当以上達成した生徒の割合 35.7

「授業の内容がよく分かる」と思う児童生徒の割合

⼩６国 88.5％
⼩６算 81.4％
中２国 75.0％
中２数 59.8％
中２英 57.8％

地域や社会をよくするために何をすべきか考えること
がある児童生徒

⼩６ 70.6％
中２ 60.9％

持続可能な学校指導体制の充実を図るとともに教職員のウェルビーイングを⾼めます。

様々 未知 課題 臆      ⽴ 向    夢 実現  向   ⾃ 考    
レンジし続ける⼈財を育成します。

郷土を愛する心を育てる

本市の豊かな⾃然や歴史、伝統⽂化を学ぶ機会の拡充に努め、郷土への愛着を育
み、郷土に誇りを持った⼈財を育成します。

本市 魅⼒ 市⺠全体 共有  誇       意識 醸成 図        魅
⼒ 守  未来     ⼈財 育成    

目標値（R11)

前年度 上回 

語学⼒          能⼒ 主体性 積極性 多⽂化共生 協働等 豊  感
性を⾝に付け、様々な分野で活躍できる⼈財を育成します。

国際社会 通用  能⼒       視点 経験     地域 課題解決 担
い、地域の発展に貢献する「グローカル⼈財」の育成に取り組みます。

安全・安心な学校給⾷の持続可能な提供

学校給⾷    ⾷物     対応 ⾏     安心 安全 学校給⾷ 提供 
ます。

⾷育 推進       地元産 農畜産物 学校給⾷ 利用    

幼保等⼩中連携及び⼩中⾼連携の充実を図ります。

学校施設等の安全対策を推進し防災体制を強化することで、安心・安全な学校環境
の整備を図ります。

⼦   生  ⼒ 育  

グローカル※1な⼈財を育てる

児童生徒の発達段階に応じ、ものづくりや先端技術などに対する興味・関心を⾼める
取組を進め、将来の地域を担う⼈財を育成します。

40.0

前年度 上回 

基準値（R6)
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 後期基本計画

政策分野 4 教育と文化 施策 22 ⽣涯学習の推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

図書館

生涯学習

2 現状と課題 担当課

図書館

図書館

図書館

生涯学習

生涯学習

生涯学習

3 施策実現のための取組 内容 担当課

社会教育事業の充実 生涯学習

⾃治公⺠館学習活動 支援 生涯学習

学校を核とした地域づくりの推進 生涯学習

まちづくりリーダー及び生涯学習指導者の養成 生涯学習

図書館サービスの充実 図書館

⼦どもの読書活用の推進 図書館

多⽂化 理解促進 図書館

４　成果指標 単位 担当課

⼈/年 生涯学習

回/年 生涯学習

件/年 生涯学習

冊/年 図書館

市⺠ 主体的 学  芸術 ⽂化 生       現代的社会課題   生涯 通       興味 関心 合  学習       
生涯学習及び社会教育の充実を図り、心豊かな生き方や地域の課題解決へつなげていきます。また、郷土学習の推進やまちづくりリーダーの
育成 取組  郷土愛 育    次世代 担 ⼈    ⾏ 仕組  充実    

ICT技術 多様 支援体制 融合   地域住⺠ 生活 質 向上    学  ⽂化 拠点    持続的 発展     目指    

地域住⺠ 協⼒ 得 学校支援活動 地域交流活動 地域貢献活動 活性化  
           地域学校協働活動 ⼀体的推進 更  充実 図    

新型        5類感染症移⾏後 図書館 利用者数 徐々 増加傾向 転              ICT化   利用者 利
便性 向上  ⼀方           問題 依然   課題         ⾼齢者     機器 不慣  ⼈々  対応 求 
られています。
電⼦機器 普及   読書 優先順位 低下  中⾼生 不読率 依然   ⾼ 傾向        学校 家庭    読書活動 
推進や読書環境の整備が必要です。

        応  多様 公⺠館主催講座 開催  特 健康 防災 情報 ⾦融
領域    関係部署 各種機関  連携     応  学習機会 提供    

⾃治公⺠館 整備 活性化事業 財政的支援 出前講座 菊池市生涯学習   
ターの派遣事業を実施します。また、地域の活性化や課題解決へつながる取り組みを
支援していきます。

在住外国⼈ 増加 伴  多⽂化事業  理解促進  多言語資料 充実及 外国語          充実 必要   

社会 急速 変化 伴  市⺠     多様化      生涯学習 中核施設   生涯学習      学  交流 場   引 
続きライフステージに応じた多様で⾼等な学習機会と学習情報の提供が必要です。
         含  生涯学習講座 知識 習得  終          地域課題 解決            進  学  活動 
循環を創出する必要があります。

基準値（R6) 目標値（R11)

地域学校協働活動の実施活動数 524

372,991

243

公⺠館 図書館 来館者数 358,439

生涯学習マイスターの活動回数 201

キクロスカレッジ事業を推進し生涯学習マイスターを活用することで、地域課題等の解決
や地域活性化へつなげ、学びと活動の循環づくりに努めます。

図書館 多⽂化共生 拠点       学習支援 多⽂化交流 通   外国⼈
住⺠ 地域社会 共 学 合 場 提供    

電⼦機器の普及により中⾼生の読書時間が減少している現状を踏まえ、学校や家庭と
連携  取 組  通   読書 重要性 再認識        中⾼生 楽   
読書体験の提供に取り組みます。

ICT化 進展 活用  非来館型     利用促進 図      ⾼齢者 障 
  持 ⼈ 平等 利用   環境 整  地域住⺠  学    ⽂化交流  拠点 
して図書館の役割を強化することを目指します。

地域 学校 連携 協働  社会総    未来 担 ⼦     成⻑ 支       地域 活性化     仕組     必要 
す。

320,000

605

図書館の貸出冊数 295,668
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 後期基本計画

政策分野 4 教育と文化 施策 23 スポーツの推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

社会体育

2 現状と課題 担当課

社会体育

社会体育

社会体育

3 施策実現のための取組 内容 担当課

社会体育

     通  本市 魅⼒発信 社会体育

体育施設 利用促進 社会体育

中学校部活動受⼊れ体制の構築 社会体育

４　成果指標 単位 担当課

回/年 社会体育

⼈/年 社会体育

中学校部活動については、少⼦化とともに部活動へ加⼊する⼦どもが減少し、部活動を従前と同様の体制で運営することが難しくなってきて
います。これまで学校が主体となってきた部活動を新たに地域が主体となって活動する地域クラブ活動に展開することで、地域におけるスポー
ツ・⽂化芸術活動に親しむ機会の確保、生徒の多様なニーズに合った活動機会の確保など地域検討委員会を設置し、検討を重ねます。

健康づくり・生きがいづくりなど、生涯を通じて日常的にスポーツに親しむことができるよう、スポーツ環境の充実を図ります。

スポーツに取り組むことによって、健康増進、健康寿命の延伸への効果が注目されています。 このため、スポーツを通じた健康増進を積極的に
推進  運動        健康寿命 平均寿命 限   近     市⺠     促進 努    
   総合型地域             国（⽂部科学省）及 熊本県（熊本県教育委員会）     推進 中心的施策   位
置      本市  更  拡充推進 支援      ⼦    ⾼齢者   様々 年齢層 ⾝近      楽        環境
 構築 ⾏    

本市 有  体育施設 多   合併前 各⾃治体 整備     受 継     施設機能 重複 ⽼朽化 伴 修繕費用 増加 
顕著        今後  整備内容 時期 改修費用等 考慮    施設 適正 維持管理 努      体育施設 利用促進
を図ります。

大規模 大会 団体 合宿 誘致           通  交流推進 図    
       活動 通  交流⼈⼝ 拡大 図      来訪者 対  市 魅⼒
等をＰＲすることで、地域活性化に繋げます。

市⺠体育祭     大会   開催  市⺠ 多  参加者 交流 ⾏ 場 提供
することで、⾝体の健康増進に寄与します。
また、総合型スポーツクラブ、スポーツ協会、スポーツ推進委員と連携し、ニュースポーツ
の普及、スポーツ⼈⼝拡大を図ります。

計画的 改修 保守 実施  機能及 魅⼒ 向上 図     利用者 安心  
     楽        環境 整  体育施設 利用促進 繋    

地域の持続可能で多様なスポーツ環境を⼀体的に整備することで、中学校部活動を
地域展開     検討 ⾏    

基準値（R6) 目標値（R11)

九州大会以上の主催スポーツイベント等の開催 5 7

市⺠     促進

各体育施設 利用者数 635,000 680,000
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 後期基本計画

政策分野 4 教育と文化 施策 24 歴史文化の保存と継承

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

農林整備

図書館

地域振興

⽂化

2 現状と課題 担当課

地域振興

図書館

図書館

農林整備

⽂化

⽂化

⽂化

⽂化

⽂化

⽂化

3 施策実現のための取組 内容 担当課

図書館

⽂化

⽂化

⽂化

⽂化

⽂化

地域振興

農林整備

４　成果指標 単位 担当課

点 図書館

回 ⽂化

2019年（令和元年） 世界    施設遺産   登録   築地井手 原井手 宝永隧道 古川兵⼾井手  菊池市土地改良区
 維持管理 ⾏     今後  菊池市土地良区 中心 持続的 保全 4井手 ⾏                ⾏    地域
振興を図ります。

鞠智城跡 県 ⼭⿅市 連携     認知度向上 取 組      国営公園化 向   歴史的価値 解明     認知度 
向上が必要です。

郷土の歴史や⽂化を知り、触れ合う機会を増やすため、国指定史跡となった菊池氏遺跡のさらなる歴史的価値の解明、保存活用を進めて
いく必要があります。
交流⼈⼝ 増 目指  隈府地区 整備 中  能場周辺 整備 進    必要      郷土 歴史⽂化 育  ⽂化財等 保
存・継承するために、保管・周知啓発のための施設の整備、活用が求められています。

地域      多  歴史的資料 存在   思      興味 無 貴重 資料 廃棄     収集   資料 地域    偏 
があることが課題となっています。
菊池⼀族       菊池 歴史 ⽂化 紐解      ⽂化遺産        次世代  継承      課題        

世界    施設遺産 登録   築地井手 原井手 宝永隧道 古川兵⼾井手 後世 継承     持続的 維持管理 地域
活性化   ⾏ 活動     菊池市土地改良区及 各井手管理組合 ⼀体    協⼒ ⾏        

本市 ⾃然 歴史及 伝統⽂化 育   地域資源  将来     継承    菊池遺産 認定 ⾏       遺産 周知 継
続的 ⾏  地域 共 保護活用 促進  必要      

電⼦図書館やデジタルアーカイブを活用した地域資源の共有及び、学校教育や地域活動への活用を促進し、「記憶の記録」として次世代
へと繋ぐ取り組みを推進します。

豊  歴史⽂化 継承 新  ⽂化 創造 向  市⺠参画 市⺠主導   ⽂化芸術活動 ⼀層促進         ⽂化財 後世
へ確実に継承するための保存・整備・活用及び情報発信に努めます。また、歴史的な価値ある地域資源として有効に活用することで、市の
魅⼒発信 地域振興 図    

無形⺠俗⽂化財 後継者不⾜ 懸念      地域 残 神楽等 保存団体 活動支援  後継者育成 取組 必要   

豊  歴史⽂化 継承 新  ⽂化 創造 向  市⺠主導   ⽂化芸術活動 市⺠参画 促進         ⽂化財 後世 継
承     保存 整備 活用及 情報発信 努  体験 学  場 通  郷土 大切   心 醸成 図      菊池⼀族 歴
史 知       国指定史跡菊池氏遺跡     鞠智城   歴史的価値 持 地域資源 有効 活用      市 魅⼒発信
や地域振興につなげます。

出前講座 出前授業 公⺠館講座件数 17

         認定                  協⼒ 得  地域 眠 歴
史的資料 掘 起   強化       市内⼩中学校 協⼒           
の授業活用を進めます。
伝統芸能の活動を支援するとともに、児童生徒を対象とした伝統芸能の社会クラブ化
を推進し、その成果の発表の場を設けて、後継者育等に取り組みます。

デジタルコンテンツデータ数 5,155

20

基準値（R6) 目標値（R11)

7,500

菊池氏遺跡の保存活用の推進
菊池氏遺が国史跡となったことを踏まえ、その歴史的価値のさらなる解明や、保存・活
用に取り組みます。また広く情報を発信し、多くの⼈に知ってもらうための周知啓発にも
努めます。

伝統⽂化・⽂化財をまもる、伝える、活かす 登録された菊池遺産を後世に残していくため保護・活用を継続します。

かんがい施設遺産の継承
各土地改良施設 歴史的遺産 普及啓発活動 推進 維持管理 関  意識向
上 持続的 施設 保全活用     菊池市土地改良区及 各井手管理組合 
情報共有 ⾏  多世代    受 継 続    協⼒  取 組  参    

市⺠  郷土 歴史⽂化 周知啓発 図 必要      

市⺠会館 ⽼朽化 進       適切 管理運営   必要        市⺠ ⽂化芸術振興 活動拠点   施設 統合化
の推進が必要です。

伝統⽂化や⽂化財の保護と活用

⽂化財 整備 活用       ⽂化財保存 拠点施設 整備  市⺠ 郷土 
歴史⽂化に親しむ機会を提供します。

鞠智城 歴史 魅⼒ 発信  認知度向上 努       地域 ⼦     訪
れ、学ぶ機会を提供します。

⽂化・芸術活動の推進 市⺠ ⽂化 芸術活動  支援 ⾏  活動 拠点   市⺠会館 統合 推進 
ます。
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 後期基本計画

政策分野 4 教育と文化 施策 25 人権教育・啓発の推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

⼈権男⼥

2 現状と課題 担当課

⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼈権男⼥

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⼈権啓発の推進と相談等支援体制の充実 ⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼈権男⼥

４　成果指標 単位 担当課

⼈ ⼈権男⼥

⼈ ⼈権男⼥

近年     部落差別事件 事象 発生        令和4（2022）年7⽉  菊池市⼈権未来都市宣言  施⾏       宣
言 実現     全市⺠⼀丸   差別   明        取組 必要      

⼀⼈      ⼈   生  多様性 認 合     誰    地 幸  享受        菊池市      市⺠⼀体    全 
 ⼈ ⼈権 大切    差別   明        目指    

    差別 解消 向   地域 根   ⼈権教育 啓発活動 取組       今日     部落差別事象 ⼦       虐
待問題        上 ⼈権侵害 ⾼齢者 外国⼈ ⼈権問題等様々 ⼈権 関  問題 存在      部落差別       
  差別 対  正  知識 普及啓発 加  ⾃分⾃⾝ 考 判断  ⼒ 求      

地域    ⼈権教育  研修会参加者 減少 固定化 ⾒     地域 関係団体 連携 深  研修方法 ⼯夫    実施 
る必要があります。

まちづくり推進委員が豊かな⼈権感覚を備え、地域や各種団体で⼈権教育を推進でき
るよう育成します。

 菊池市⼈権未来都市宣言  普及 理解 深      広報活動及 ⼈権同和
教育研究大会等 啓発活動 推進    部落差別     ⼥性 ⼦   ⾼齢
者 障  者 外国⼈ 性的      等 対  偏⾒ 差別 ⼈権侵害      
 問題    正  理解 促 啓発 研修   ⼈権相談   支援体制 充実 
取組みます。

    懇談会  社会情勢 地域 実情 応  研修会 開催    ⾏政職員⼀
⼈ひとりが⼈権問題を⾃分の課題として受け⽌め、豊かな⼈権感覚の醸成に取組みま
す。地域や学校、関係機関、団体等と連携して市⼈権・同和教育推進協議会等の
教育活動を推進します。

基準値（R6) 目標値（R11)

290市⼈権同和教育研究大会の初参加者数 240

1,109 2,700

⼈財育成の推進

⼈権教育の推進

ふるさと懇談会の参加者数
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 後期基本計画

政策分野 4 教育と文化 施策 26 男⼥共同参画社会 実現

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

⼈権男⼥

2 現状と課題 担当課

⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼈権男⼥

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼈権男⼥

相談等支援の実施 ⼈権男⼥

４　成果指標 単位 担当課

％ ⼈権男⼥

⼈ ⼈権男⼥

⼈権男⼥

⼥性活躍推進法   ⼥性 働    環境    進             不⾜       多   現状              
スや成熟社会における持続可能な⼈材育成を啓発するため、企業向けセミナーの開催や情報提供に取組むなど啓発を強化する必要があり
ます。

菊池市男⼥共同参画計画 基   固定的役割分担意識             
（無意識 偏⾒） 解消        分野     男⼥共同参画 視点 ⽴ 
 意識 啓発 取組    

男⼥ 互    ⼈権 尊重   責任 分  合    個性 能⼒ ⼗分 発揮     社会     分野    共 参画   
男⼥共同参画社会      平等社会 実現       
政策 方針決定過程  ⼥性 参画拡大 促進              社会 実現 男⼥共同参画 推進       育成 ⼥性
のエンパワーメント促進に努めます。
⼥性 対  暴⼒ 始      暴⼒ 許      暴⼒根絶    意識    努  安全 安心  暮             
す。

男⼥共同参画社会       市⺠意識調査     性別   役割 固定  考 方  反対   意⾒ 多     家庭    
家事 育児 介護等 ⼥性 多 担      以前   改善 ⾒      未 根強 固定的性別役割分担意識          
    （無意識 偏⾒） 存在    解消 向  取組  必要   

政策 方針決定 過程    ⼥性 参画状況     本市 審議会等  割合 ⼥性委員 31.0％（令和5年度末）     
       分野     ⾃分 意思決定 ⾏動              ⾝    ⾃⼰実現   ⼒ 備      推進 ⾏  
  様々 ⽴場  ⼥性 参画   仕組 作  意識改⾰ 推進     ⼀層 登用促進 向  取組  必要   

男⼥共同参画 推進

⼥性活躍推進法 基   ⼥性活躍推進計画     意識啓発 取組    

審議会等 ⼥性登用率 向上等 様々 ⽴場  ⼥性 参画   仕組 作  意
識改⾰ 推進    
「仕事か家庭か」ではなく、⼀⼈ひとりが⾃らの意思で、様々な働き方や生き方を選択で
きるような働き方改⾰を推進します。
    分野     ⾃分 意思決定 ⾏動              ⾝    ⾃
⼰実現   ⼒ 備      推進    

⼥性 活躍 推進

仕事と生活の調和の推進 ワークライフバランスや成熟社会における持続可能な⼈材育成を啓発するため、企業向
けセミナー等の開催や情報提供に取組みます。

基準値（R6) 目標値（R11)

男⼥共同参画専門委員（弁護⼠       ）   相談 通   相談者 心 
   支援 ⾏  問題 早期解決       努    

900

審議会等委員 占  ⼥性 割合 29.0 35.0

男⼥共同参画講座 研修等 参加者数 850
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 後期基本計画

政策分野 5 市政運営 施策 27 市⺠協働 推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

市⻑公室

2 現状と課題 担当課

市⻑公室

市⻑公室

情報政策

3 施策実現のための取組 内容 担当課

地域振興

市⻑公室

４　成果指標 単位 担当課

各種計画策定時 実施  市⺠      回収率                 参加者数 少         誰  気軽 参加 
     周知方法等 ⼯夫  必要                      以外 様々 方法 市⺠    把握 努    

市⺠活動 支援

市⺠参画 促進
市政運営 個別政策 検討             市⺠    把握 努    
   懇談会        等    市⺠  対話 大切     市⺠ 共 考  
共 ⾏動  市⺠協働       推進    

基準値（R6) 目標値（R11)

作成中
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 後期基本計画

政策分野 5 市政運営 施策 28 開かれた市政の推進

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

市⻑公室

2 現状と課題 担当課

市⻑公室

情報政策

3 施策実現のための取組 内容 担当課

市⻑公室

市⻑公室

４　成果指標 単位 担当課

件 市⻑公室

PV 市⻑公室

市⺠ 必要 情報 適切 届      広報紙        防災 ⾏政   各種SNS   活用    積極的 情報 届    

現状 近年SNS 情報 取得方法            X Facebook   SNS 主流       近年 情報発信   非常 重
要なツールとなっています。
課題 現在 情報発信     広 多 効果的 ⾒        専門家 活用 含 発信媒体 方法 組織的 ⾒直 必要   
ます。
市 保有  各種    統計情報            市       広 公開          利用       政策⽴案  
    利用         公開       増        

広報紙         関   市⺠等        近隣⾃治体  情報収集 
⾏  費用対効果 含  内容検討 ⾏      効果的 効率的 情報発信 目
指します。
       令和９年度 防災 ⾏政   令和10年度 更新時期      市
⺠ 職員       調査 ⾏  情報 受 取 側（市⺠等）及 発信側(職
員)      良      目指    

市政情報の発信

市ホームページビューの総ページビュー数 3,774,074 3,800,000

各種SNSのフォロワー等の数 18,063 21,290

基準値（R6) 目標値（R11)
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 後期基本計画

政策分野 5 市政運営 施策 29 効率的 ⾏政運営

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

総務

情報政策

市⺠

2 現状と課題 担当課

総務

市⺠

総務

情報政策

3 施策実現のための取組 内容 担当課

総務課

総務課

情報政策

情報政策

市⺠

総務課

総務課

４　成果指標 単位 担当課

件 情報政策

％ 市⺠

市⺠ 期待 応  ⾏政運営 目指  社会構造 変化 多様化  市⺠    的確 把握 努     ⾏政手続等     化
 進       利便性 ⾼  市⺠⼀⼈⼀⼈ 寄 添  ⾏政     提供    

    市⺠ 手軽 ⾏政     受       基盤             交付率向上 図      ⾏   窓⼝ 書   窓
⼝   業務 効率化 図    

          使用  証明書交付申請率 16 24

社会情勢 変化 柔軟 対応     県及 関係機関等  積極的 ⼈事交流 ⾏  職員 専門的  総合的 知識 技能 習
得 向上 図       効果的 職員研修 実施 ⼈事評価制度 活用     職員 能⼒向上及 組織⼒ 強化 図    

⾏政 求    市⺠    多種多様化       対応      迅速性 的確性 求        今後 市⺠ 利便性 住⺠
     向上 図     業務 効率化 必要不可⽋    業務 ICT化      化 推進     必要        

現状     化 基盤            所有者 多数       
課題     市⺠ 利便性 享受       業務 効率化 図    提供     拡充 利用促進 ⾏ 必要      

          利用           証明書    交付     庁舎   
 書   証明交付申請     利用促進    市⺠負担及 窓⼝事務負担 
軽減 効率化 図    

⼈的処理 依存  事務作業  ⼈的       可能性         職員数 減少  中   効率化 図 必要       
    RPA（PC 使  業務 ⾃動化 省⼒化） 活用   ICT   作業 ⾃動化 進        無 効率的 事務作業 進
めていく必要があります。
          対策  今後益々必要      課題             構築 職員研修 実施等 対策 ⾏    必要   
ます。

⾏政 求    市⺠    多種多様化     今後 社会情勢 変化 対応   ⼈財 育成 求        
⼈財育成    策定 定員管理計画 改訂以降 ⼈財育成研修   職員 能⼒向上 業務     及 ⾃⼰申告書 基   職
員配置 ⾏       業務量 増加傾向    適正 ⼈員管理 効率的 組織体制 構築 求        

令和６年１⽉  全庁 運用 開始  電⼦決裁 利用率向上         
化 業務 効率化 推進    

オンライン申請や問合せ⾃動応答システムなど、いつでもどこでも手続きや問合せが可能
 環境    ⾏    

各種     利便性 向上

業務 効率化 推進 業務      化 推進  多様化  業務 対応    随時⾒直  図    
事務品質の向上に取り組みます

積極的     技術 活用  事務処理 ⾃動化        正確性 実現  
 仕組     ⾏    

⼈財育成研修 充実 職員 能⼒開発 資質向上 向  ⾃⼰啓発等 奨励  
す。

職員 能⼒ 最大限 発揮   柔軟  効率的 組織体制 構築       多
様な⼈財を活用することで、様々な地域課題に対応します。

職員 意識改⾰ 組織⼒強化

基準値（R6) 目標値（R11)

236オンライン化された手続の数 111
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 後期基本計画
政策分野 5 市政運営 施策 30 財政基盤の強化

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

地籍調査

債権管理

財政

施設マネ

2 現状と課題 担当課

財政

債権管理

施設マネ

債権管理

地籍調査

3 施策実現のための取組 内容 担当課

財政

施設マネ

債権管理

地籍調査

４　成果指標 単位 担当課

億円 財政

施設 施設マネ

％ 債権管理

％ 地籍調査78.82⼀筆地調査の進捗状況 71.60

保有施設数 215.0

市税収納率（現年度） 99.25

地籍調査 推進      第7次国土調査事業⼗箇年計画 基   早期完了 
目指すため、従来の地上法による調査とリモートセンシングを用いた航測法による調査を
併用して取り組みます。

効率的 効果的 ⾏政運営

地籍調査の推進

将来的 維持可能 保有量      利用者 市⺠  合意形成 努    個
別施設計画 基  施設 統廃合   推進     計画的 整備 ⾏    機能
維持を図ります。

税収確保の推進 ⼝座振替 更  推進 図      研修会等 通  個々 徴収    ⾼  効
率的 効果的 徴収体制 構築    

公共施設等 計画的 整備 総量      

基準値（R6) 目標値（R11)

地方債現在⾼の縮減 274 250

99.27

163.0

滞納者 多   生活困窮者   滞納債権 徴収 合    生活再建    支援 同時 ⾏     少        
完納   ⻑期間 要     資⼒回復 ⾒込   不納⽋損    得     ⼀度滞納        徴収業務 困難 極  
す。
滞納発生後に早期着手すること、また未然に滞納発生を防ぐ取組みが必要であり、しっかり滞納者（相談者）と向き合える組織体制と職
員の育成が必要です。

未調査⾯積   約7割程度 林野部 残     近年 本市     土地所有者 ⾼齢化 進         急峻 林野部  
現地⽴会 測量作業 困難 状況        

中期財政試算 活用  健全 予算規模      事業 実施年度 調整 ⾒直
しやコスト削減を図ります。

本市 保有  公共施設  少⼦⾼齢化等 社会情勢 変化 財政状況 鑑    将来的 維持可能 保有総量 削減  必要
があります。
   公共施設     施設 ⽼朽化 進⾏       計画的 修繕 改修 更新    整備 併  ⾏    必要      

地籍調査   正確 図⾯ 台帳 作成      土地取引 円滑化 災害復旧⼯事等 迅速化 固定資産税 適正 賦課等 
様々な用途において活用を図ります。

⾼齢化   社会保障費等 更  増加 ⼈⼝減少   税収 減少     ⽼朽化  公共施設      改修 更新等 経費 
⾒込   厳  財政状況 予想        急激 物価 ⼈件費 ⾼騰   新  課題  直⾯     将来    安定的  
健全 財政基盤 確⽴  必要      

市 財源 確保     市税収納率 向上 各種料⾦等 債権管理 強化 ⾏    

社会保障費等 増加 税収 減少 施設 更新等   厳  財政状況      安定的  健全 ⾏政運営 ⾏    財政基盤
の強化やコスト削減に取り組みます。

公共施設の統廃合の推進等による歳出削減を図ります。

社会情勢 応  納付方法 機会 拡大 更  ⼝座振替 推進 必要      収納率 維持      滞納整理 早期着手及
 ⾼額未納案件 早期解決 実現       研修会等 通  実践的 滞納整理    向上 必要   

-30-



 後期基本計画

政策分野 1 施策

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

市⻑公室

2 現状と課題 担当課

市⻑公室

3 施策実現のための取組 内容 担当課

多⽂化共生の推進 市⻑公室

４　成果指標 単位 基準値（R6) 目標値（R11)

在住外国⼈ 増加      国籍 ⺠族   異  住⺠同⼠  互  ⽂化的違  認 合  地域 構成員   共 心⾝   
豊かな暮らしの実現に繋げるため多⽂化共生のまちづくりを推進します。

現状 在住外国⼈(主 技能実習生) 増加    中  ⼊国  外国⼈ 地域社会  受⼊ 主体    ⾏政     提供  
役割を主として担っている地方公共団体が、多⽂化共生施策の担い手として果たす役割は大きくなっています。
課題 多⽂化共生事業 広 分野  取 組  必要    関係機関 団体 連携    取 組 必要      

多⽂化共生の取り組みに関しては多くの分野が関係するため、関係機関や団体等と情
報交換 ⾏    各種取 組  効率化及 円滑化 図    
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 後期基本計画

政策分野 1 施策

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

地域振興

2 現状と課題 担当課

3 施策実現のための取組 内容 担当課

⺠泊 推進 地域振興

４　成果指標 単位 基準値（R6) 目標値（R11)

⺠泊 魅⼒ 発信        新  ⺠泊事業者 拡大 目指    

本市 魅⼒    地域資源 活         需要 取 込    交流⼈⼝ 拡大 図    農⼭村地域    滞在型観光 
受け⼊れを体制を整備し、地域経済の活性化を目的とします。
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 後期基本計画

政策分野 1 施策

後期基本計画

1 施策の目的 担当課

地域振興

2 現状と課題 担当課

地域振興

地域振興

3 施策実現のための取組 内容 担当課

移住に係る周知活動 地域振興

受け⼊れ体制の強化 地域振興

移住・定住の支援 地域振興

４　成果指標 単位 担当課

⼈ 地域振興

基準値（R6) 目標値（R11)

368空 家    補助制度 活用  市外   移
住者数 168

移住希望者         SNS 移住    等   本市 魅⼒ 移住定住 求
められる情報を発信し、市外からの移住を推進します。

 試 住宅  移住体験  空 家    通  移住者 求  物件情報 提供 
どを通じて、移住者の受け⼊れ体制を強化します。

⼦育 世代 移住 定住 係 支援制度   推進  本市    暮   充実 
図ります。

⼈⼝減少 進 中 本市 魅⼒ 市内外 広 PR  移住定住 施策 進      市外   移住 促進 市内在住者 定住 促
し、本市における⼈⼝減少をできる限り緩やかにする取り組みを進めます。

近隣⾃治体  半導体企業 進出 伴  本市     関連企業 進出 宅地開発 進 ⼈⼝ 増加 ⾒込   本市 魅⼒  
豊かな⾃然を求める移住希望者に対して、⼗分な周知活動が必要です。
本市へより多くの移住者を迎え、快適な暮らしを充実させるために、移住後の住まいや暮らしについて、受け⼊れ態勢・支援の充実が必要で
  併   本市  地域 担 手   若年層 転出 防    ⼦育 世代 対  定住支援 充実 必要   
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